



















































































   しかしながら、新法実施後もルール違反の実態は変わらず、ルール確立のための積
極的なキャンペーン活動の必要性を痛感する。 
（３）損害保険強制加入をふくめた被害者救済制度と体制の確立 
   外国人が事故に遭遇した場合に自分の国における救済制度や救済体制との落差に驚
かざるを得ない。 
   国際都市の中核をめざすためにも、国際的標準にしたがった救済制度と救済体制を
早期に確立する必要がある。 
（４） 電力・水・燃料等の省エネルギー政策を含めた環境問題の先取り施策の実施 




























   私が注目している行政サービスの一つに大連市対外貿易経済合作局の下に設けられ
ている大連市外資系企業クレーム（苦情処理）センターがある。 

























   しかしながら、東北振興政策推進の重要性にかんがみ、特恵税として特定産業とく
に東北地域という特定地域に対する優遇政策を内外企業平等に適用していく必要があ
る。 
 (第 64 号以来、5 月 24 日に在瀋陽日本国総領事館で当総領事館と京大上海センターが開催
した「日中経済交流セミナー」での報告を掲載しています。) 
 
